平成24年度９月補正予算　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：老人福祉費
	事業名: スプリンクラー整備特別対策事業（交付金事業）
　　　 （介護基盤緊急整備等臨時特例基金）　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　　　　健康福祉部　高齢福祉課　施設係　電話番号：058-272-8293
　　　　　　　  　　E-mail：c11215@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　補正要求額：△85,067千円
（現計予算額：200,000千円　補正後予算額：114,933千円）

	要求内容


	１　要求の内容


　消防法による設置義務のない施設等に対して、スプリンクラー設備及び消火設備等の設置に係る経費を助成し、防火安全対策の強化を支援する。

	２　所要経費


県が直接補助する広域施設のスプリンクラー等消防設備改修について、介護施設等事業者の整備計画に変更が生じたことから、かかる経費について減額補正を行う。

（１）補助対象施設
　　①特別養護老人ホーム

　　②介護老人保健施設

　　③ケアハウス
　　④老人短期入所施設（併設を含む）
　　⑤有料老人ホーム
　　⑥認知症高齢者グループホーム

　　⑦小規模多機能型居宅介護支事業所　　等

（２）補助単価

　　①1,000㎡以上の平屋建ての場合              13千円/㎡

　　②1,000㎡未満の場合　　　　 　　            7千円/㎡

　　③自動火災報知設備の整備　　　　         　700千円/施設

　　④消防機関へ通報する火災報知設備の整備 　  210千円/施設

　　　※③④は認知症高齢者グループホーム及び小規模多機能型居宅介護事業所のみ

（３）財源等
　　平成21年度に創設した「岐阜県介護基盤緊急整備等臨時特例基金」により対応。
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり

　２　高齢者の介護や見守りの体制を整える
　○高齢者の実態・ニーズを踏まえた介護サービスを提供する。

　（２）高齢者や地域の実態を踏まえた適正な介護施設を整備する。
	２　これまでの取組状況


　国の交付金に基づく「岐阜県介護基盤緊急整備等臨時特例基金事業費補助金」により、平成21年度の消防法改正で新たにスプリンクラーの設置及び自動火災報知設備等の消防設備の設置義務の生じた施設等に対して、整備に係る費用の助成を行った。

	３　これまでの取組に対する評価


　設置義務が生じた施設に対して助成を行い、防火安全対策を強化した。今後は設置義務のない施設に対しても助成を行い、更なる安全対策を支援する。
	決定額の考え方


　
	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源※

	現計
予算額
	200,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	200,000

	補正

要求額
	△85,067
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	△85,067

	決定額
	△85,067
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	△85,067


· 介護基盤緊急整備等臨時特例基金
